
１．職員配置基準の改正経緯

資料２－３社会的養護に係る児童福祉施設最低基準関係参考資料

S23～S37 S39 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S51 S54 S55 S62

乳児院 （看護師）

①最低基準における直接処遇職員の定数改定の経緯

１．職員配置基準の改正経緯

乳児院
（１０人以上）

（看護師）
３：１ 2.5：１ ２：１ １．７：１

児童
養護
施設

３歳未満
１０：１ ９：１ ８：１

３：１
６：１
８：１

３：１
５：１
７：１

２：１
４：１
６：１

３歳以上
少年施設 少年

情緒障害児短期
治療施設 １０：１ ９：１ ５：１

児童⾃⽴⽀援
施設 ８：１ ７：１ ６：１ ５：１施設 ８：１ ７：１ ６：１ ５：１

②予算上の措置における直接処遇職員の定数改定の経緯

S37 S39 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S51 S54 S55 S62S37 S39 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S51 S54 S55 S62

乳児院
（１０人以上）

（看護師）
２．５：１ ２：１ １．７：１

児童 ３歳未満 ５：１ ３：１ ２：１児童
養護
施設

３歳以上
１０：１ ９：１ ８：１

７：１ ６：１ ５．５：１ ５：１ ４：１

少年 ８：１ ７．５：１ ７：１ ６：１

情緒障害児短期
治療施設 １０：１ ９：１ ８：１ ７：１ ６：１ ５：１

児童⾃⽴⽀援
施設 ８：１ ７：１ ６：１ ５：１
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２．最低基準における居室面積（１人当たり）の改正経緯

S23 S36 H10

乳児院 １．６５㎡

児童養護施設 ２．４７㎡ ３．３㎡

情緒障害児短期治療施設 ２．４７㎡ ３．３㎡

児童⾃⽴⽀援施設 ２．４７㎡ ３．３㎡

⺟⼦⽣活⽀援施設 ２．４７㎡ ３．３㎡

（参考）
・平成１０年度における居室面積の引上げは、大人の入所施設である養護老人ホーム、身体障害者更生
施設の最低基準において、３．３㎡／人以上とされていたこととの並びをとって行ったもの。

・なお 現在の居室面積は 養護老人ホームにおいては１０ ６５㎡／人以上 障害者支援施設において・なお、現在の居室面積は、養護老人ホームにおいては１０．６５㎡／人以上、障害者支援施設において
は９．９㎡／人以上となっている。
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施設 居室面積（㎡/人） 居室定員

６ 以上
施設 居室面積（㎡/人） 居室定員

障害者施設児童福祉施設等
３．各福祉施設の居室面積・定員の最低基準の現状

乳児院
１．６５以上

（１室９．９１以上） －

母子生活支援施設 概ね３．３以上 １世帯１室以上

乳児室 １．６５以上
ほふく室 ３ ３以上

障害者支援施設 ９．９以上 ４人以下

福祉ホーム ９．９以上 原則１人

保育所
ほふく室 ３．３以上
保育室・遊戯室
１．９８以上

屋外遊戯場３．３以上

－

児童養護施設 ３ ３以上 １５人以下

施設 居室面積（㎡/人） 居室定員

養護老人ホーム １０．６５以上 原則１人

老人福祉施設

児童養護施設 ３．３以上 １５人以下

情緒障害児短期治療施設 ３．３以上 ５人以下

児童自立支援施設 ３．３以上 １５人以下

自立援助ホーム ３．３以上 概ね２人以下

特別養護老人ホーム １０．６５以上 ４人以下

ユニット型特養 １３．２以上を標準 原則１人

軽費老人ホーム １４．８５以上 原則１人

家庭的保育事業
９．９以上（３人まで。３
人を超える場合は１人
につき3.3㎡追加）

－

〈障害児施設〉

介護老人保健施設 ８以上 ４人以下

ユニット型老健 １３．２以上を標準 原則１人

生活保護施設〈障害児施設〉

知的障害児施設 ３．３以上 １５人以下

第一種自閉症児施設
４．２７以上

（病院の規定適用）
－

施設 居室面積（㎡/人） 居室定員

救護施設 ３．３以上 原則４人

生施

生活保護施設

第二種自閉症児施設 ３．３以上 １５人以下

知的障害児通園施設 指導室 ２．４７以上 １０人以下

盲ろうあ児施設 ３．３以上 １５人以下

更生施設 ３．３以上 原則４人

宿所提供施設 ３．３以上 １世帯１室

婦人保護施設
肢体不自由児施設

４．２７以上
（病院の規定適用）

－

重症心身障害児施設
４．２７以上

（病院の規定適用）
－

施設 居室面積（㎡/人） 居室定員

婦人保護施設 ３．３以上 原則４人

婦 護 設
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最低基準 措置費基準

４．最低基準と措置費における職員配置基準との比較

（１）乳児院

職種等

最低基準 措置費基準
配置実績（21’）
（施設数１２１
（20.10.1））乳児１０人以上 乳児１０人未満 乳児１０人以上 乳児１０人未満

医師 小児科の医師又は嘱託医 嘱託医
定員１００人未満嘱託医
定員１００人以上医師 嘱託医１人 １６人（医師）医師 小児科の医師又は嘱託医 嘱託医 定員１００人以上医師 嘱託医１人 １６人（医師）

看護師、保育士、児童
指導員

乳児１.７：１（７人以
上）（看護師は乳児10人
で２人以上、以下10人毎
に１人）

７人以上
（看護師１人以上）

乳児１.７：１
（看護師は定員10人で２
人以上、以下10人毎に１
人）

７人
（看護師１人以
上）

１歳児１.７：１
２歳児２：１

年齢別職員配置 ２歳児２：１
３歳以上児４：１

２歳児２：１
３歳以上児４：１

加算（保育士） 定員２０人以下
４７か所

（定員２０人以下）
栄養士 配置 １人 １３６人

配置（全部委託 場合を 調理員又はこれに代 定員３０人未満４人 ３７１人
調理員（等）

配置（全部委託の場合を
除く）

調理員又はこれに代
わる者

定員３０人未満４人
以下１０人毎に１人 １人

３７１人
（調理員）

個別対応職員 対象児童８人以上 同左 ５３人

心理療法担当職員
対象児童及び保護者１０人
以上

４７人

指導員特別加算 ８８人指導員特別加算
（非常勤）

定員３５人以下 同左
８８人

（定員３５人以下）

家庭支援専門相談員
職員を配置し家庭復帰支援
を実施

同左 １２３人

家庭支援専門相談員
（非常勤を更に加配）

定員４０人以上 ７人

小規模グループケア担
当職員

小規模グループケアを設置
している場合

同左 ４６人

基幹的職員
研修修了した対象職員を置
いた場合、格付けアップ

同左 ―
施設長 １人 １人 １１０人

定員１００人未満１人
事務員

定員１００人未満１人
定員１００人以上２人

１７１人
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（２）児童養護施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績（21’）

（施設数５６９（20.10.1））

嘱託医 配置 １人嘱託医 配置 １人

児童指導員、保育士
３未２：１ ３歳以上４：１
少年６：１

同左

職業指導員 職業指導を行う場合 同左 ５２人

乳児加算（看護師） 乳児１.７：１乳児加算（看護師） 乳児１.７ １
７０人

看護師加算 対象児童１５人以上

小規模施設加算
（児童指導員、保育士）

定員４５人以下 １６９か所（定員４５人以下）

栄養士 児童４１人以上 同左 ５４０人

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く）
定員９０人未満４人
以下３０人毎に１人加算

２，０４５人（調理員）

個別対応職員 職員が置かれている場合 ５５８人

心理療法担当職員 対象児童１０人以上 ４６９人

指導員特別加算（非常勤） 定員３５人以下 １００か所（定員３５人以下）

家庭支援専門相談員 職員を配置し家庭復帰支援を実施 ５６４人

小規模グループケア担当職員
小規模グループケアを設置してい
る場合

４０３人

基幹的職員
研修修了した対象職員を置いた場
合、格付けアップ

―

施設長
１人。定員３０人未満の場合は児
童指導員が兼務

５４９人

事務員
定員１５０人未満１人

人事務員
定員１５０人未満１人
定員１５０人以上２人

７９１人
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（３）情緒障害児短期治療施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績(21’)

（施設数３２（20.10.1））

医師 配置（精神科又は小児科） １人 １７人

心理療法を担当する職員 １０：１ 同左 １４８人

児童指導員、保育士 ５：１ 同左

看護師 配置 １人 ２９人

栄養士 配置 定員４１人以上 ２７人

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く） ４人 ８６人（調理員）

個別対応職員 職員が置かれている場合 ３０人

家庭支援専門相談員
職員を配置し家庭復帰支援を実
施

２９人

小規模グループケア担当職員
小規模グループケアを設置して
いる場合

８人

基幹的職員
研修修了した対象職員を置いた
場合、格付けアップ

―

施設長 １人 ３１人

事務員 １人 ４２人事務員 １人 ４２人
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（ ）児童自立支援施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績(21’)

（施設数５８（20 10 1））

（４）児童自立支援施設

（施設数５８（20.10.1））

医師 嘱託医及び精神科医（嘱託可） 嘱託医２人 １０人（医師）

児童自立支援専門員
児童生活支援員

５：１ 同左

職業指導員 職業指導を行う場合 同左 ７人

栄養士 児童４１人以上 同左 ３９人

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く）
定員９０人未満４人
以下３０人毎に１人

１６４人（調理員）
以下３０人毎に１人

個別対応職員 職員が置かれている場合 ３７人

心理療法担当職員 対象児童１０人以上 ２０人

家庭支援専門相談員 職員を配置し家庭復帰支援を実施 ３９人家庭支援専門相談員 職員を配置し家庭復帰支援を実施 ３９人

小規模グループケア担当職員
小規模グループケアを設置してい
る場合

１人

基幹的職員
研修修了した対象職員を置いた場
合 格付けアップ

―
合、格付けアップ

施設長 １人 ５８人

事務員
定員１５０人未満１人
定員１５０人以上２人

１６０人
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（５）母子生活支援施設

職種等 最低基準 措置費基準
配置実績(21’)

（施設数２７０（20.10.1））

嘱託医 配置 １人 ２４人（医師）嘱託医 配置 １人 ２４人（医師）

母子指導員 配置
２０世帯未満１人
２０世帯以上２人

５９５人

少年指導員（兼事務員） 配置
２０世帯未満１人
２０世帯以上２人

少年指導員（兼事務員） 配置
２０世帯以上２人

保育士
保育所に準ずる設備のある場合３
０：１（最低１人）

２０１人

調理員（等）
調理員又はこれに代わる者
（全部委託の場合を除く）

１人 ５３人（調理員）
（全部委託の場合を除く）

保育機能強化加算
継続して５名以上の児童、専用の
保育室等

個別対応職員 職員が置かれている場合 １１７人

心理療法担当職員 対象母又は児童１０人以上 ４９人

特別生活指導費加算
（非常勤母子指導員）

対象児童４人以上 １０３人

定員４０世帯以上の母子指導員又
定員４０世帯以上 １８か所（定員４０世帯以上）

定員 帯以 母子指導員又
は少年指導員加算（非常勤）

定員４０世帯以上 １８か所（定員４０世帯以上）

基幹的職員
研修修了した対象職員を置いた場
合、格付けアップ

―

施設長 １人 ２５２人
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５．居室面積・定員の分布
（１）乳児院

【居室面積】

図１：１人当たり寝室面積の分布 （ｎ＝２２８） （資料）平成２０年度施設設備実態調査

【居室面積】
○寝室（定員１０人未満の施設では養育専用室。以下同じ。）の面積の最低基準は、現在、乳児１人につき１．６５㎡以上
○２．５㎡／人未満の寝室は２６％、建築年度が平成１６年度以降の棟で２．５㎡／人未満の寝室は１４％

35%

26%

31%

19%20%

25%

30%

35%

新基準案
2.47㎡以上

14%

6% (5室)
2%

(4室)
2%5%

10%

15%

20%

図２：１人当たり寝室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝２１）

2% 2%

0%

～2.5㎡ 2.5～3.3㎡ 3.3～4.95㎡ 4.95～6.6㎡ 6.6～8.25㎡ 8.25～9.9㎡ 9.9㎡～

43%

30%

35%

40%

45%

新基準案
2.47㎡以上

14%

10%

24%

10%

15%

20%

25%

5% (0室)
0%

5%

0%

5%

～2.5㎡ 2.5～3.3㎡ 3.3～4.95㎡ 4.95～6.6㎡ 6.6～8.25㎡ 8.25～9.9㎡ 9.9㎡～

9



【居室定員】（乳児院）
○ 寝室等の定員についての基準はない。
○ なお、９～１０人の定員の寝室等が最も多くなっており、建築年度が平成１６年度以降の棟で見ても同様。

21%
25%

図３：寝室定員の分布 （ｎ＝２２８）
（資料）平成２０年度施設設備実態調査

17%

13%

9%
10%

15%

20%

4%

7%
9%

4% 3%
6% 6%

0%

5%

10%

～２人 ３～４人 ５～６人 ７～８人 ９～１０人 １１～１２人 １３～１４人 １５～１６人 １７～１８人 １９～２０人 ２１人～

33%

図４：寝室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝２１）

33%

25%

30%

35%

5%

14%

10%

14%

5% 5% 5%

10%
10%

15%

20%

5%
(0室)
0%

5% 5% 5%
(0室)
0%

0%

5%

～２人 ３～４人 ５～６人 ７～８人 ９～１０人 １１～１２人 １３～１４人 １５～１６人 １７～１８人 １９～２０人 ２１人以上 10



（２）児童養護施設

【居室面積】
○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童１人につき３．３㎡以上

35%
図５：１人当たり居室面積の分布 （ｎ＝７４２５）

○ ４．９５㎡／人未満の居室は２９％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４．９５㎡／人未満の居室は１３％

（資料）平成２０年度施設設備実態調査

29%
31%

19%
20%

25%

30%

35%

11% 11%

5%

10%

15%

0%

～4.95㎡ 4.95～6.6㎡ 6.6～8.25㎡ 8.25～9.9㎡ 9.9㎡～

図６：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１１０９）
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図６：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１１０９）
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図７：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（０～６歳）（ｎ＝６０）

【居室面積】（児童養護施設）
○ 建築年度が平成１６年度以降の棟のうち、０～６歳の居室で４．９５㎡／人未満のものは４７％、０～６歳と７歳以上混合の居室で４．

９５㎡／人未満のものは４７％、７歳以上の居室で４．９５㎡／人未満のものは１０％となっている。

（資料）平成２０年度施設設備実態調査

47%
38%

30%

40%

50%

図 人当 り居室面積 分布（建築年度 平成 年度以降）（ 歳）（ ） （資料）平成 年度施設設備実態調査
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幼児のみ
の居室

3.3㎡以上

～4.95㎡ 4.95～6.6㎡ 6.6～8.25㎡ 8.25～9.9㎡ 9.9㎡～

47%
37%40%

50%

図８：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（０～６歳と７歳以上混合）（ｎ＝３８）

新基準案

11%
3% 3%
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10%

20%

30%
新基準案
4.95㎡以上

0%

～4.95㎡ 4.95～6.6㎡ 6.6～8.25㎡ 8.25～9.9㎡ 9.9㎡～

37%40%

図９：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（７歳以上）（ｎ＝９３７）
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【居室定員】（児童養護施設）
○ 居室の定員の最低基準は、現在、１５人以下
○ ４人以下の居室は８６％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４人以下の居室は９６％

32%

30%

35%

図１０：居室定員の分布 （ｎ＝７４２５）
（資料）平成２０年度施設設備実態調査

23%

13%

18%

15%

20%

25%

30%

13%

5% 5% (75室)
1%

(174室)
2%

(121室)
2%

0%

5%

10%

15%

0%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上

図１１：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１１０９）
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45%

6%
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(13室) (17室) (1室) (4室) (12室)10%

15%

20%

25%

(13室)
1%

(17室)
2%

(1室)
0%

(4室)
0%

(12室)
1%

0%

5%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上
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図 居室定員 分布（建築年度が平成 年度以降）（ 歳）（ ）

【居室定員】（児童養護施設）
○ 建築年度が平成１６年度以降の棟のうち、０～６歳の居室で４人以下のものは５３％、０～６歳と７歳以上混合の

居室で４人以下のものは９２％、７歳以上の居室で４人以下のものは９８％

（資料）平成２０年度施設設備実態調査

18%

10%

23%

13%
15%

12%15%

20%

25%

図１２：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（０～６歳）（ｎ＝６０） （資料）平成２０年度施設設備実態調査

新基準案
幼児のみ
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６人以下

(1室)
2%

10%

(1室)
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5%

0%

5%

10%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上

61%
60%
70%

図１３：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（０～６歳と７歳以上混合）（ｎ＝３８）

新基準案

(0室)
0%

24%

8% (0室)
0%

5%
(0室)
0%

(0室)
0% 3%10%

20%
30%
40%
50%

新基準案
４人以下

0% 0% 0% 0% 3%
0%

10%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上

図１４：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（７歳以上）（ｎ＝９３７）
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（３）情緒障害児短期治療施設

【居室面積】
○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童１人につき３．３㎡以上

36%40%
図１５：１人当たり居室面積の分布 （ｎ＝３５０）

○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童１人につき３．３㎡以上
○ ４．９５㎡／人未満の居室は８％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４．９５㎡／人未満の居室は０％

（資料）平成２０年度施設設備実態調査
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4.95㎡以上
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図１６：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１０７）
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41%

35%

40%

45%

50%

図１６：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１０７）
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(1室)10%
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【居室定員】（情緒障害児短期治療施設）〉
○ 居室の定員の最低基準は、現在、５人以下
○ ４人以下の居室は９９％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４人以下の居室は１００％

29%
31%

26%
30%

35%

図１７：居室定員の分布 （ｎ＝３５０） （資料）平成２０年度施設設備実態調査
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13%15%

20%

25% ４人以下

(2室)
1%

0%

5%

10%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

図１８：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１０７）
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（４）児童自立支援施設

【居室面積】
○ 居室の面積の最低基準は、現在、児童１人につき３．３㎡以上

47%
図１９：１人当たり居室面積の分布 （ｎ＝５６０）

○ ４．９５㎡／人未満の居室は２８％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４．９５㎡／人未満の居室は５％

（資料）平成２０年度施設設備実態調査
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図２０：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１２３）

74%

60%

70%

80%

図２０：１人当たり居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１２３）
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【居室定員】（児童自立支援施設〉
○ 居室の定員の最低基準は、現在、１５人以下
○ ４人以下の居室は８２％、建築年度が平成１６年度以降の棟で４人以下の居室は９８％

31% 30%
30%

35%

図２１：居室定員の分布 （ｎ＝５６０） （資料）平成２０年度施設設備実態調査
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10%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上

図２２：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１２３）

54%

40%

50%

60%

新基準案
４人以下

13%

6%

25%

(0室) (0室) (0室) (3室) (0室)10%

20%

30%

6% (0室)
0%

(0室)
0%

(0室)
0%

(3室)
2%

(0室)
0%

0%

10%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上
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（５）母子生活支援施設

【居室面積】
○ 母子室の面積の最低基準は、現在、概ね１人につき３．３㎡以上

図２３：居室面積の分布 （ｎ＝４５０４）

○ １室当たりの居室面積が３０㎡未満は５８％、建築年度が平成１６年度以降の棟で３０㎡未満は１１％

（資料）平成２０年度施設設備実態調査
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図２４：居室面積の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝４３５）
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【居室定員】（母子生活支援施設〉
○ 母子室の定員についての定めはない。
○ なお、３人の定員の居室が最も多くなっており、建築年度が平成１６年度以降の棟で見ても同様

31%
29%

30%

35%

図２５：居室定員の分布 （ｎ＝１５０４） （資料）平成２０年度施設設備実態調査
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38%

図２６：居室定員の分布（建築年度が平成１６年度以降）（ｎ＝１７６）

38%

21%25%

30%

35%

40%

19%
21% 20%

(0室) (0室) (0室)
10%

15%

20%

3% (0室)
0%

(0室)
0%

(0室)
0%

0%

5%

２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上
20



６．住生活基本計画における居住面積水準

○住生活基本計画における「居住面積水準」

概要 算定式
子どもに係
る世帯人
数の換算

世帯人数別の面積（例）（単位：㎡）

単身 ２人 ３人 ４人

最低居
住面積

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基
本とし 必要不可欠な住宅 面積に関する水準

①単身者：２５㎡
②２人以上の世帯：１０ ３歳未満 ２５ ３０ ４０ ５０住面積

水準
本として必要不可欠な住宅の面積に関する水準

②２人以上の世帯：１０
㎡×世帯人数＋１０㎡

３歳未満
０．２５人

３歳以上
６歳未満

０．５人

６歳以上

２５ ３０
【３０】

４０
【３５】

５０
【４５】

誘導居
住面積

世帯人数に応じて、
豊かな住生活の実現
の前提として、多様
なライフスタイルを想

[都市居住型]
都心とその周辺での共
同住宅居住を想定

①単身者：４０㎡
②２人以上の世帯：２０
㎡×世帯人数＋１５㎡

４０ ５５
【５５】

７５
【６５】

９５
【８５】

６歳以上
１０歳未満
０．７５人

住面積
水準

なライフスタイルを想
定した場合に必要と
考えられる住宅の面
積に関する水準

[一般型]
郊外や都市部以外での
戸建住宅居住を想定

①単身者：５５㎡
②２人以上の世帯：２５
㎡×世帯人数＋２５㎡

５５ ７５
【７５】

１００
【87.5】

１２５
【112.5】

【 】内は、３～５歳児が１名いる場合（注１）子どもに係る世帯人数の換算により、世帯人数が２人に満たない場合は、２人とする
（注２）世帯人数が４人を超える場合は、５％控除される

○子育て世帯の居住面積水準達成状況（平成２０年）

（ ） 帯人数 人を超える場 、 ％控除される

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5.6% 53.4% 40.4% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

6.2% 57.6% 35.5% 0.7%大都市圏

（資料）平成２０年 住宅・土地統計調査〔総務省〕
（注１）居住面積水準状況は、住生活基本計画によるもの

（注２）「子育て世帯」とは、「家計を主に支える者」「その配偶者」以外に１８歳未満の者がいる世帯

最低居住⾯積⽔準未満 最低以上・誘導未満 誘導居住⾯積⽔準達成 不詳
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居住
人数

機能スペース（㎡）

小計

動線空間
（㎡）

最小
最大

補正前
計（内法）
（㎡）

専用面積（壁芯）

就寝・
学習等

食事・
団らん

調理 排泄 入浴 洗濯
出入
等

収納
壁芯補正
後（㎡）

採用値
（㎡）

○「最低居住面積水準」の例

～最大
（ ）学習等 団らん 等 後（㎡） （㎡）

１人 ５．０ ２．５ ２．７ １．８ ２．３ ０．９ １．３ ２．０ １８．５
３．３

～４．３
２１．８
～２２．８

２３．８
～２４．９

２５

２人 １０．０ ２．５ ２．７ １．８ ２．３ ０．９ １．３ ２．８ ２４．３
４．８

～６ ０
２９．１
～３０ ３

３１．４
～３２ ７

３０
～６．０ ～３０．３ ～３２．７

３人 １５．０ ３．１ ３．２ １．８ ２．３ ０．９ １．５ ３．６ ３１．４
６．７

～８．０
３８．１
～３９．４

４０．８
～４２．２

４０

１人当たりの面積（a） 子どもの年齢 世帯人数換算率（b） 子ども分の面積（a×b）

５．０

０～２歳 ０．２５ １．２５

３～５歳 ０．５ ２．５

６～９歳 ０．７５ ３．７５

１０歳～ １．０ ５．０

居住
人数

機能スペース（㎡）

小計

動線空間
（㎡）

最小
最大

補正前
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○「誘導居住面積水準（都市型）」の例
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１人当たりの面積（a） 子どもの年齢 世帯人数換算率（b） 子ども分の面積（a×b）
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